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「労働生産性の向上に寄与する健康増進手法の開発に関する研究」 
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分担研究報告書 

科学的根拠に基づく対策優先順位の検討 

 

分担研究者 

中田光紀 

国際医療福祉大学大学院医学研究科・教授 

国際医療福祉大学赤坂心理・医療福祉マネジメント学部・教授 

研究協力者 頓所つく実 （国際医療福祉大学大学院医学研究科・大学院生） 

 

研究要旨 

 本研究は文献レビューおよび企業、EAP 機関、健診機関などから入手したデータ解析を

通じて、①主な職種・業種においてメンタル不調・腰痛のそれぞれと関連のある職場要因と

個人要因を特定し、②メンタルヘルス不調・腰痛の有無と生産性の間接指標である病欠や風

邪罹患との関連を明らかにし、③最終的に、生産性の向上と健康増進の両者を同時に達成し

うるガイドラインを開発するための基礎資料とすることである。そして最終的には、生産性

向上と健康増進の双方に寄与する介入手法について、主要な業種・職種ごとのガイドライン

を開発することである。 

1 年目はメンタルヘルス不調・腰痛のそれぞれと関連のある職場要因と個人要因を、情報

通信業ならびにサービス業（観光、介護施設）の従業員を焦点に絞って検討した。その結果、

情報通信業では腰痛と関連する職場起因の因子として職場環境が悪いことや労働時間が長

くなることによる運動不足と肥満が考えられた。一方、サービス業では、管理職や一般職の

負担、上司の社会的支援が受けられないことが腰痛と関連する因子であった。うつ病に関し

ては、情報通信業では職場環境の悪さ、運動不足が関連因子として挙げられ、サービス業で

は、喫煙すること、睡眠不足、高い仕事の要求度がリスク因子である可能性が見いだされた。 

2 年目は①生産性の向上と健康増進の関連に関するプログラムの文献レビューを行い、②

既存データを用いて、業種別に腰痛とメンタル不調の有無と、生産性と直結する病欠や風邪

罹患の関連を検討し、③ガイドラインの案を作成した。文献レビューの結果、生産性の向上

と健康増進の両立を可能にする完成されたプログラムは存在しないが、個別の疾患がどの

程度の生産性の低下と関連するかという論文は見出され、既存データの解析によっても確

認された。これらのデータを活用し、ガイドラインの素案を作成した。 

3 年目はこれまでの文献レビューやデータ解析を参考に、「生産性の向上と健康増進の両者

を同時に達成しうるガイドライン」の素案の内容を研究班会議において検討し、さらに他の
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分担研究者、研究協力者によって開発された「メンタルヘルス対策（１次予防）」と「腰痛

対策（腰痛予防）」のための健康増進プログラム：（別添）」の試行結果を反映させて最終版

となるガイドラインを完成させた。 

 

Ａ.研究目的 

本研究は文献レビューおよび企業、EAP

機関、健診機関などから入手したデータ解

析を通じて、①主な職種・業種においてメン

タルヘルス不調・腰痛のそれぞれと関連の

ある職場要因と個人要因を特定し、②メン

タルヘルス不調・腰痛の有無と生産性の間

接指標である病欠や風邪罹患との関連を明

らかにし、③最終的に、生産性の向上と健康

増進の両者を同時に達成しうるガイドライ

ンを開発するための基礎資料とすることで

ある。 

 

1 年目 

職場における腰痛は健康障害の中でも最

も多い疾患の一つであり、多様な要因によ

って発症する。主な要因として、動作要因、

環境要因、既往症又は基礎疾患の有無等の

個人的要因、職場の対人ストレス等に代表

される心理・社会的要因がある。腰痛が多い

職種としては介護・看護職などの物理的に

腰部へ負担が多い仕事のほかにも過度な長

時間労働、過重な疲労、心理的負荷がかかる

情報通信業でも多い。 

一方、うつ病などに代表されるメンタル

ヘルス問題は我が国で急激に増加しており、

特定の業種のみならず多くの業種で認めら

れているが職種や業種に偏りがあることも

事実である。 

そこで研究 1 年目の平成 28 年度では、そ

の点を考慮して、職種別に腰痛ならびにう

つ病の発症要因を大規模な疫学調査得られ

たデータを用いてリスク因子を特定する。 

 

2 年目 

平成 29 年度は、主な職種・業種において

メンタルヘルス不調・腰痛のそれぞれが生

産性の指標とどのように関連するかを明ら

かにすることならびに文献レビューや既存

データの解析を通して、生産性の向上と健

康増進の両者を同時に達成しうるガイドラ

インを開発するための基礎資料を作成する

ことである。生産性の間接指標として、病欠

(absenteeism)日数と風邪の罹患回数を用

いた。 

腰痛は健康障害の中でも最も多い疾患の

一つであり、多様な要因によって発症する。

主な要因として、動作要因、環境要因、既往

症又は基礎疾患の有無等の個人的要因、職

場の対人ストレス等に代表される心理・社

会的要因がある。腰痛が多い職種としては

介護・看護職などの物理的に腰部へ負担が

多い仕事のほかにも過度な長時間労働、過

重な疲労、心理的負荷がかかる情報通信業

でも多い。腰痛は特に病欠やプレゼンティ

ーイズムと関連する代表的な疾患である。 

一方、うつ病などに代表されるメンタル

ヘルス問題は我が国で急激に増加しており、

特定の業種のみならず多くの業種で認めら

れているが職種や業種に偏りがあることも

事実である。うつ病も腰痛以上に病欠が多

くなる疾患である。 

本分担研究では、職種別に腰痛ならびに

うつ病の発症要因を大規模な疫学調査得ら
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れたデータを用いて腰痛やメンタルヘルス

不調の有無が、病欠や風邪罹患とどのよう

に関連するかを解析する。また、これらのデ

ータを参考に、ガイドライン素案を作成す

る。 

 

3 年目 

最終年度は、昨年度までの結果と他の分

担研究者、研究協力者が実施した事業場に

おける様々な健康増進プログラムの試行結

果をもとに、「生産性と健康増進の両者を同

時に達成しうるガイドライン（以下 ガイ

ドライン）」を完成させた。 

 

Ｂ.研究方法 

1 年目 

本研究は株式会社フィスメックが2007年

11月から2012年12月の5年の間に行った

「メンタルヘルス＆ライフスタイル調査」

のデータを用いた。この調査は国内の227の

企業や組織が参加し、調査票は合計120,978

名に配布され108,055名から回答が得られ

た（有効回答率89.3％）。その内、情報通信

業（4社）に従事する従業員2,412名（男性

1,929名，女性483名）ならびにサービス業

（観光業，介護施設）従業員2,018名（男性

1,114名，女性904名）のデータを抽出し、

腰痛ならびにうつ病のリスク因子を多重ロ

ジスティック回帰分析により解析した。解

析に用いた変数は、基本属性として性別と

年齢，生活習慣として喫煙状況（非喫煙，過

去喫煙，現在喫煙）、1週間当たりの飲酒頻

度，平日睡眠時間（6時間以上・未満）、運動

習慣（1日30分以上の運動週2回以上・未満）、

生物学的因子としてBMI（4区分）と慢性疾

患の有無（高血圧，狭心症，心筋梗塞・心不

全、不整脈、脳梗塞・脳出血、糖尿病、肝臓

病、喘息、肝臓病、腎臓病、癌・腫瘍、胃・

十二指腸潰瘍）、職業因子として月当たりの

残業時間数、職位と勤務形態、職場の心理社

会的因子として仕事のコントロール、仕事

の要求度、職場の社会的支援（上司と同僚）、

対人葛藤、仕事上の身体活動の有無、職場の

作業環境（良し悪し）であった。調査票の中

には29の疾患（上記の慢性疾患を含む）の

現病歴について尋ねる項目も含まれており、

その中に腰痛ならびにうつ病の有無につい

ても問われている。上記の因子が腰痛なら

びにうつ病の有無へ及ぼす影響を検討する

ために、強制投入法を用いたロジスティッ

ク回帰分析を行いオッズ比と95％信頼区間

を求めた。最終的に上記で挙げた因子をす

べて投入した調整したオッズ比を求めた。

解 析 に は 統 計 解 析 ソ フ ト Statistical 

Package for Social Science（SPSS）のVer. 

21を用いた。 

倫理的配慮：調査票の表紙に，調査の趣

旨，協力への自由意思の尊重，プライバシー

の保護などについて記載し，調査票への回

答をもって研究へ同意したとみなすと明記

した．また，本研究は産業医科大学の倫理委

員会の審査を受け承認された． 

 

2 年目 

本研究は 1 年目で用いた既存データをも

とに触手を絞り込んで解析を行った。職種

は、情報通信業（4 社）に従事する従業員

2,412 名（男性 1,929 名，女性 483 名）な

らびにサービス業（観光業，介護施設）従業

員 2,018 名（男性 1,114 名，女性 904 名）

のデータを抽出し、腰痛ならびにうつ病に

よる生産性の低下と関連する因子、具体的
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には病欠(absenteeism)ならびに風邪罹患

(common cold)に対する影響を解析した。 

さらに、生産性の向上と健康増進の両者

を同時に達成することを目指した、ガイド

ラインの素案を作成した。 

一部、統計解析には統計解析ソフトSPSS

の Ver. 21 を用いた． 

 

3 年目 

主任研究者、分担研究者並びに研究協力

者の参加のもと、昨年度までに作成したガ

イドラインの素案内容の見直しを行い、そ

の後、分担研究者、研究協力者が実際の企

業や事業場において行ったメンタルヘルス

対策の1次予防と腰痛対策（腰痛予防）の

ための健康増進プログラム（以下 プログ

ラム）の成果を共有し、業種・職種ごとに

推奨されるプログラムの整理を行った。 

それらをまとめ「生産性向上と健康増進

の両立を可能にする1)メンタルヘルス対策

（１次予防）と2)腰痛対策（腰痛予防）の

ガイドライン」を完成させた。 

 

Ｃ.研究結果 

1 年目 

本解析において、現在腰痛ありの有症率

は情報通信業従業員で 15.2％（男性 14.3％，

女性 18.6％）、サービス業従業員で 19.7％

（男性 20.4％，女性 18.9％）であった。ま

た、現在うつ病ありの有症率は情報通信業

従業員で 1.7％（男女とも 1.7％）、サービ

ス業従業員で 0.8％（男性 0.7％，女性 1.0％）

であった。 

続いて、腰痛ならびにうつ病のリスク因

子を多重ロジスティック回帰分析によって

解析した結果を表１および２に示す。情報

通信業従業員において腰痛のリスク因子と

して、女性であること、中高年であること、

飲酒しないこと、運動習慣が少ないこと、肥

満であること、日勤であること、職場の作業

環境が悪いことであった（表 1 左）。うつ

病ありのリスク因子として、有意に影響を

及ぼす因子は特定できなかったが、運動不

足の者、肥満の者、職場の作業環境が悪い

者、高齢である者でうつ病の有症率が高か

った（表１右）。 

一方、サービス業従業員において腰痛の

リスク因子として、女性であること、中高年

であること、管理職であること、仕事の要求

度が高いこと、上司の社会的支援が低いこ

とが有意なリスク因子であった（表２左）。  

うつ病ありのリスク因子として、有意に

影響を及ぼす因子は特定できなかったが、

女性であること、現在喫煙者、慢性疾患を有

する者でうつ病の有症率が高かった（表２

右）。 

素案の作成：今回の解析では，職種によっ

て職業性の心理社会的因子と腰痛ならびに

うつ病の関連が異なることが示されたこと

から、ガイドラインを作成するにあたって

はこの点を十分考慮する必要があると考え

られた。 

 

2 年目 

 文献レビューの結果、生産性の向上と健

康増進を同時両立させるプログラムあるい

は研究論文そのものは、存在しないことが

判明した。しかし、腰痛やメンタル不調が生

産性の低下と関連する文献は多数見受けら

れた（一部、ガイドライン案に記載）。 

 本解析では、情報通信業従業員において、

腰痛ならびにうつ病の有無と病欠日数（過
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去 1年間）、風邪罹患回数（過去 6か月間）

の関連を解析した。腰痛ありの病欠日数は

平均 4.45 (SD=8.5)日であったのに対して、

腰痛無しは 3.96 (SD=14.0)日であった

(p=0.002, Mann-Whitney U test)。また、

腰痛ありの風邪罹患回数は平均 1.89 

(SD=1.86)日であったのに対して、腰痛無し

は 1.48 (SD=1.50)日であった(p<0.001, 

Mann-Whitney U test)。 

一方、うつ病ありの病欠日数は平均 22.7 

(SD=62.7)日であったのに対して、うつ病無

しは 3.55 (SD=8.23)日であった(p<0.001, 

Mann-Whitney U test)。風邪罹患回数は、

うつ病ありの平均 2.60 (SD=3.02)回であっ

た の に 対 し て 、 う つ 病 無 し は 1.53 

(SD=1.52) 日 で あ っ た (p=0.078, Mann-

Whitney U test)。 

サービス業（観光業、介護施設）従業員に

対しても同様の解析を行ったところ、腰痛

ありの病欠日数は平均 5.40 (SD=12.7)日で

あったのに対して、腰痛無しは 3.52 

(SD=8.86) 日 で あ っ た (p=0.002, Mann-

Whitney U test)。風邪罹患回数は、腰痛あ

りは平均 1.77 (SD=1.79)回であったのに対

して、腰痛無しは 1.44 (SD=1.58)回であっ

た(p<0.001, Mann-Whitney U test)。一方、

う つ 病 あ り の 病 欠 日 数 は 平 均 13.6 

(SD=29.0)日であったのに対して、うつ病無

しは 3.77 (SD=9.17)日であった(p<0.001, 

Mann-Whitney U test)。風邪罹患回数は、

うつ病ありは平均 1.25 (SD=1.39)回であっ

た の に 対 し て 、 う つ 病 無 し は 1.51 

(SD=1.63) 回 で あ っ た (p=0.518 Mann-

Whitney U test)。 

 

3 年目 

 主任研究者、分担研究者並びに研究協力

者の参加のもと、昨年度までに作成したガ

イドラインの素案内容の見直しを行い、そ

の後、分担研究者、研究協力者が実際の企業

や事業場において行ったメンタルヘルス対

策の 1 次予防と腰痛対策（腰痛予防）のた

めの健康増進プログラム（以下「プログラ

ム」）の成果を共有し、業種・職種ごとに推

奨されるプログラムの整理を行った。 

それらをまとめ「生産性向上と健康増進

の両立を可能にする1)メンタルヘルス対策

（１次予防）と 2)腰痛対策（腰痛予防）の

ガイドライン」を完成させた。 

 

Ｄ．考察 

1 年目 

 情報通信業ならびにサービス業の従業員

を対象に腰痛ならびにうつ病のリスク因子

を特定する解析を行った。その結果、情報通

信業では腰痛と関連する職場起因の因子と

して職場環境が悪いことや労働時間が長く

なることによる運動不足と肥満が考えられ

た。一方、サービス業では、管理職や一般職

への負担、上司の社会的支援が受けられな

いことが腰痛の因子であった。 

 うつ病に関しては、情報通信業では職場

環境の悪さ、運動不足が関連因子として挙

げられ、サービス業では、喫煙すること、睡

眠不足、高い仕事の要求度がリスク因子で

ある可能性が見いだされた。 

 サービス業においては観光業と介護職を

合わせて解析したが、より詳細な解析を追

加する必要があると考えられた。 

 

2 年目 

 情報通信業ならびにサービス業の従業員
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を対象に腰痛ならびにうつ病の病欠日数、

風邪罹患回数を特定する解析を行った。そ

の結果、情報通信業、サービス業共にうつ病

において病欠日数が多く、生産性の低下に

寄与すると考えられた。腰痛に関しては、病

欠日数は腰痛ありが、なしよりも有意に多

いことが判明したが、うつ病ほど日数は多

くなかった。 

一方、風邪罹患回数については、情報通維

新業では腰痛、うつ病によって回数に大き

な差は認められなかった。サービス業でも

同様の傾向が認められた。 

 

3 年目 

今回、小売業、医療機関（看護職）、人材

派遣業、情報通信業の専門職に対し、（労働）

生産性に関連する健康課題についてインタ

ビュー調査を行った。 

いずれの業種・職種も、最も生産性に寄与

している健康課題はメンタルヘルス不調で

あり、小売業では一部に腰痛も抽出された。

また、看護職については、ペア制度などの導

入により以前よりも腰痛の問題を抱えてい

る割合は減少しているものの依然として腰

痛問題は残っていた。人材派遣業について

は、そもそもの就業期間の短さがあり、腰痛

に関する状況は把握されていなかった。情

報通信業でも腰痛の問題は潜在すると思わ

れた。 

 

・メンタルヘルス不調者へのニーズ 

メンタルヘルス不調者の特徴としては、

長期休職者で入社後数年の若年層に増加傾

向（小売業、看護職）が認められた。 

小売業においては、メンタルヘルス不調

者の増加の背景要因として、一人当たりの

業務量の増加や残業時間管理の厳密化、役

割や責任の増大が寄与していることが推測

された。 

看護職では、発生要因の情報収集はでき

なかったものの、一旦メンタルヘルス不調

になって、休職に陥ると、復職後もフルタイ

ム勤務に戻れず軽減勤務が長期間に及ぶな

どの影響が出ていることが分かった。 

人材派遣業の派遣社員では、元来、健康状

態に問題がある事例が散見され、過去にメ

ンタルヘルス不調の既往がある割合も多い

との意見があった。しかし、派遣社員の雇用

期間が 1～3 か月であることから、入社時

（雇用時）に健康課題を把握することは困

難で、2次対応が中心となる現状が明らかと

なった。一方、正社員の健康課題は、小売業、

看護職と同様メンタルヘルス不調者が多い

との結果であった。 

情報通信業のうち、特にシステムエンジ

ニアは顧客先での滞在業務となることから、

労務管理が難しく、上司や同僚による業務

支援などが困難な労働環境が影響している

ことが考えられた。また、集団でのメンタル

ヘルス研修も上記の働き方を考慮すると実

現が難しく、顧客先でも実施できる簡便で

効率的な健康管理プログラムへのニーズが

高かった。 

 

・腰痛対策へのニーズ 

小売業では、メンタルヘルス不調者ほど

の健康課題とはなっていないものの、産業

保健職が把握している範囲では、手作業従

事者に腰痛が多いとの意見があった。しか

し、これまで具体的な数の把握は行ったこ

とがなく、正確な状況はわかっていない。今

回訪問した企業では、健康診断時の問診に
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て、腰痛の有無に関するデータを取得して

おり、今後はこのデータを分析して、腰痛の

実態を明らかにする必要がある。 

看護職では、ペア制度などの支援体制の

充実により、無理な作業姿勢が減っている

ことが推定され、腰痛にはなりにくくなっ

ているとの報告もあった。また産業医が腰

痛に対する研修を行っているとの情報も得

られ、これらの影響もあり、腰痛がそれほど

多くは発生していないことがうかがえた。 

人材派遣業でも、腰痛による健康課題は

産業保健職には把握されていなかった。こ

の背景には、派遣社員の契約期間が１～3か

月と短期間であることや健康診断と事後措

置が現時点でのサービスの中心で、予防活

動まで行きついていないことも関連してい

ると思われた。 

情報通信業のうちシステムエンジニアに

は腰痛の課題が存在する可能性が考えられ

たものの、正確な統計情報などは把握され

ていなかった。 

・労働生産性の向上に寄与する健康増進

手法の開発並びに実施時の留意点 

今回の調査により、職種・業種におけるメ

ンタルヘルス不調者ならびに腰痛対策への

専門職を通じたニーズの概要が明らかとな

った。 

小売業では、メンタルヘルス不調者並び

に腰痛の双方に対策のニーズがあることが

分かった。 

インタビュー調査の内容を考慮すると、 

・店舗で独自にでき 

・1回当たりの時間が短く（30 分以内） 

・専門職の関与を必要とせず 

・安価で 

・介入から半年間で終了でき 

・入社時教育の機会等に実施できるもの 

が考えられた。 

医療機関（看護職）ではメンタルヘルス不

調者に対する課題は見られたものの、すで

にいくつかの対策を展開しており、現時点

での新たなニーズは見られなかった。 

人材派遣業では、メンタルヘルス不調者

への対応に関するラインマネージャー向け

研修（人事門が管理）などにニーズがあり、

年数回の研修講師としての参加が要望され

た。 

情報通信業（システムエンジニア）では、

顧客先での勤務が多いことを考慮し、なる

べく簡易に実施でき、新規性のあるものを

産業保健スタッフなどの社内関係者と事前

によく話し合った上で実施してほしい、と

いったニーズが聞かれた。 

今回、4つの業種・職種のインタビュー調

査を行ったが、そのうち人材派遣業は、対象

となる労働者の入れ替わりが激しく健康増

進プログラムの効果検証が困難であるとの

結果より、「看護職（医療・福祉）、システ

ムエンジニア（情報通信業）、卸売業・小売

業」に絞った、「生産性向上と健康増進の両

立を可能にする 1)メンタルヘルス対策（１

次予防）と 2)腰痛対策（腰痛予防）のガイ

ドライン」を作成した。 

ガイドラインは、上記のインタビュー調

査の結果と、分担研究者（中田）の文献レビ

ュー、情報収集とデータ解析などの結果に

加え、主任研究者ならびに分担研究者、研究

協力者が開発した健康増進プログラムの概

要をまとめたもので構成された。 

今回作成したガイドラインは、メンタル

ヘルスと腰痛対策に取り組む事業者（主に

人事総務部門、産業医や産業看護職などの
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産業保健スタッフ、衛生管理者）ならびに、

健康増進プログラムなどのサービス提供者

を主な利用者と想定した。今後は、本ガイド

ラインを広く社会一般の方々にも活用いた

だけるよう、取り組むとともに、利用者の声

や実際の取り組み結果をもとに、利便性や

有効性などを再検証の上、適宜見直しや改

善を行っていくことが必要である。 
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表１．情報通信業従業員における腰痛ならびにうつ病の関連因子(n=2,113) 

 

  N
% 腰痛ありの調整オッズ比

 (95%信頼区間)
うつ病ありの調整オッズ比

 (95%信頼区間)

対象人数： 2,113 100.0

性別：

　男性 1,684 79.7 1.00 (reference) 1.00 (reference)

　女性 429 20.3 1.83 (1.26-2.65) 0.70 (0.19-2.51)

年齢階層：

　18-29 歳 433 20.5 1.00 (reference) 1.00 (reference)
　30-39 歳 749 35.4 1.50 (1.03-2.21) 3.42 (0.72-16.10)

　40-49 歳 680 32.2 1.45 (0.95-2.23) 2.63 (0.51-13.65)

　50-59 歳 234 11.1 1.80 (1.06-3.07) 2.76 (0.37-20.37)

　60 歳以上 17 0.8 2.10 (0.55-7.97) -

喫煙状況：

　非喫煙者 744 35.2 1.00 (reference) 1.00 (reference)
　過去喫煙者 968 45.8 0.90 (0.66-1.20) 0.64 (0.26-1.61)

　現在喫煙者 401 19.0 1.03 (0.73-1.46) 0.93 (0.33-2.63)

飲酒頻度：

　全く飲まない 302 14.3 1.00 (reference) 1.00 (reference)
　月1-3 回 588 27.8 0.64 (0.44-0.93) 0.38 (0.13-1.12)

　週１-2 回 377 17.8 0.80 (0.53-1.20) 0.28 (0.07-1.09)

　週3-4 回 231 10.9 0.61 (0.37-0.99) 0.11 (0.01-0.95)

　週5-6 回 171 8.1 0.68 (0.40-1.17) 0.19 (0.02-1.62)

　ほぼ毎日 444 21.0 0.65 (0.43-0.10) 0.60 (0.21-1.69)

平日睡眠時間：

　6時間未満 1,205 57.0 1.00 (reference) 1.00 (reference)
　6時間以上 908 43.0 1.00 (0.77-1.31) 0.91 (0.40-2.04)

運動頻度：

　1日30 分以上の運動を週2回以上 436 20.6 1.00 (reference) 1.00 (reference)
　1日30 分以上の運動を週2回未満 1,677 79.4 1.46 (1.04-2.05) 1.98 (0.58-6.83)

BMI区分：

　14.5-19.9 未満 348 16.5 1.00 (reference) 1.00 (reference)
　20.0-22.5 未満 632 29.9 1.33 (0.89-1.20) 1.83 (0.36-9.27)

　22.5-25.0 未満 591 28.0 1.40 (0.91-2.14) 2.82 (0.56-14.3)

　25.0 以上 542 25.7 1.64 (1.07-2.52) 3.71 (0.75-18.3)

慢性疾患：

　なし 1,716 81.2 1.00 (reference) 1.00 (reference)
　あり 397 18.8 0.90 (0.65-1.25) 1.02 (0.39-2.67)

職位：

　役員 288 13.6 1.00 (reference) 1.00 (reference)
　管理職 982 46.5 1.11 (0.74-1.66) 0.67 (0.20-2.28)

　一般職 843 39.9 0.68 (0.44-1.05) 1.11 (0.30-4.13)

勤務形態：

    日勤 1,324 62.7 1.00 (reference) 1.00 (reference)

　　交代勤務 789 37.3 0.70 (0.51-0.94) 0.10 (0.38-2.63)

月平均残業時間：

　30 時間未満 1,192 56.4 1.00 (reference) 1.00 (reference)
　30 時間以上－60 時間未満 528 25.0 0.75 (0.55-1.04) 1.33 (0.53-3.33)

　60 時間以上 393 18.6 0.71 (0.49-1.05) 1.08 (0.33-3.53)

仕事のコントロール：

　高 505 23.9 1.00 (reference) 1.00 (reference)

　中 789 37.3 1.03 (0.75-1.42) 1.40 (0.57-3.44)

　低 819 38.8 0.92 (0.65-1.30) 0.72 (0.22-2.30)

仕事の要求度：

　低 691 32.7 1.00 (reference) 1.00 (reference)

　中 694 32.8 1.10 (0.73-1.66) 0.67 (0.25-1.78)

　高 728 34.5 1.21 (0.80-1.85) 0.81 (0.31-2.14)

職場の社会的支援（上司）：

　高 620 29.3 1.00 (reference) 1.00 (reference)

　中 661 31.3 1.07 (0.77-1.47) 0.63 (0.24-1.69)

　低 832 39.4 0.83 (0.57-1.20) 0.76 (0.23-2.49)

職場の社会的支援（同僚）：

　高 747 35.4 1.00 (reference) 1.00 (reference)

　中 842 39.8 0.99 (0.73-1.33) 0.54 (0.21-1.38)

　低 524 24.8 0.87 (0.59-1.29) 0.39 (0.09-1.65)

身体をよく使う仕事である：

　はい 1,847 87.4 1.00 (reference) 1.00 (reference)

　いいえ 266 12.6 1.15 (0.81-1.65) 0.46 (0.13-1.63)

職場の対人葛藤：

　高 394 18.6 1.00 (reference) 1.00 (reference)

　中 969 45.9 0.97 (0.69-1.36) 0.58 (0.24-1.41)

　低 750 35.5 0.87 (0.59-1.29) 0.47 (0.14-1.59)

職場の作業環境：

　良い 1,399 66.2 1.00 (reference) 1.00 (reference)

　悪い 714 33.8 1.34 (1.03-1.74) 2.09 (0.96-4.55)

表１．情報通信業従業員における腰痛ならびにうつ病の関連因子(n=2 ,113)
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表２．サービス業（観光、介護施設）従業員における腰痛ならびにうつ病の関連因子(n=1,650） 

 

 N % 腰痛ありの調整オッズ比
 (95%信頼区間)

うつ病ありの調整オッズ比
 (95%信頼区間)

対象人数： 1,650 100.0

性別：

　男性 923 55.9 1.00 (reference) 1.00 (reference)

　女性 727 44.1 1.35 (1.00-1.83) 1.64 (0.42-6.35)

年齢階層：

　18-29 歳 485 29.4 1.00 (reference) 1.00 (reference)
　30-39 歳 458 27.8 1.61 (1.10-2.37) 0.57 (0.11-3.09)

　40-49 歳 388 23.5 2.17 (1.44-3.27) 1.12 (0.18-7.07)

　50-59 歳 241 14.6 1.64 (1.02-2.61) 0.44 (0.04-5.61)

　60 歳以上 78 4.7 2.40 (1.25-4.60) -

喫煙状況：

　非喫煙者 614 37.2 1.00 (reference) 1.00 (reference)
　過去喫煙者 730 44.2 0.72 (0.53-0.98) 0.27 (0.04-1.60)

　現在喫煙者 306 18.5 0.88 (0.62-1.26) 2.87 (0.69-11.9)

飲酒頻度：

　全く飲まない 335 20.3 1.00 (reference) 1.00 (reference)
　月1-3 回 454 27.5 0.92 (0.63-1.34) 1.02 (0.19-5.60)

　週１-2 回 256 15.5 0.77 (0.49-1.21) 0.71 (0.09-5.51)

　週3-4 回 136 8.2 0.88 (0.52-1.50) 1.75 (0.22-14.1)

　週5-6 回 86 5.2 0.90 (0.49-1.66) -

　ほぼ毎日 383 23.2 0.84 (0.57-1.23) 0.40 (0.05-2.89)

平日睡眠時間：

　6時間以上 1,335 80.9 1.00 (reference) 1.00 (reference)
　6時間未満 315 19.1 1.00 (0.73-1.38) 1.56 (0.39-6.21)

運動頻度：

　1日30 分以上の運動を週2回以上 266 16.1 1.00 (reference) 1.00 (reference)
　1日30 分以上の運動を週2回未満 1,384 83.9 1.08 (0.76-1.53) 0.30 (0.74-1.24)

BMI区分：

　14.5-19.9 未満 512 31.0 1.00 (reference) 1.00 (reference)
　20.0-22.5 未満 544 33.0 0.97 (0.70-1.37) 0.37 (0.08-1.73)

　22.5-25.0 未満 320 19.4 1.31 (0.90-1.91) 0.66 (0.13-3.39)

　25.0 以上 274 16.6 1.20 (0.80-1.79) -

慢性疾患：

　なし 1,338 81.1 1.00 (reference) 1.00 (reference)
　あり 312 18.9 1.34 (0.98-1.84) 3.34 (0.90-12.4)

職位：

　役員 25 1.5 1.00 (reference) 1.00 (reference)
　管理職 277 16.8 5.33 (1.19-23.9) -

　一般職 1,348 81.7 3.99 (0.89-17.9) -

勤務形態：

    日勤 1,476 89.5 1.00 (reference) 1.00 (reference)

　　交代勤務 174 10.5 0.65 (0.40-1.05) 0.78 (0.81-7.57)

月平均残業時間：

　30 時間未満 1,401 84.9 1.00 (reference) 1.00 (reference)
　30 時間以上－60 時間未満 201 12.2 0.90 (0.61-1.33) 0.51 (0.05-5.03)

　60 時間以上 48 2.9 0.81 (0.40-1.66) -

仕事のコントロール：

　高 490 29.7 1.00 (reference) 1.00 (reference)

　中 596 36.1 0.74 (0.54-1.01) 0.41 (0.08-2.23)

　低 564 34.2 0.88 (0.63-1.23) 0.80 (0.17-3.79)

仕事の要求度：

　低 478 29.0 1.00 (reference) 1.00 (reference)

　中 584 35.4 0.96 (0.67-1.36) 3.38 (0.33-34.9)

　高 588 35.6 1.81 (1.29-2.54) 5.50 (0.52-57.9)

職場の社会的支援（上司）：

　高 596 36.1 1.00 (reference) 1.00 (reference)

　中 584 35.4 1.23 (0.90-1.69) 0.21 (0.02-2.03)

　低 470 28.5 1.47 (1.02-2.11) 1.15 (0.24-5.63)

職場の社会的支援（同僚）：

　高 645 39.1 1.00 (reference) 1.00 (reference)

　中 613 37.2 0.97 (0.71-1.31) 1.23 (0.26-5.82)

　低 392 23.8 0.76 (0.51-1.14) 1.14 (0.19-7.04)

身体をよく使う仕事である：

　はい 881 53.4 1.00 (reference) 1.00 (reference)

　いいえ 769 46.6 1.37 (1.05-1.78) 1.19 (0.33-4.32)

職場の対人葛藤：

　高 420 25.5 1.00 (reference) 1.00 (reference)

　中 686 41.6 1.02 (0.74-1.41) 0.31 (0.07-1.43)

　低 544 33.0 0.77 (0.53-1.13) 0.29 (0.04-1.96)

職場の作業環境：

　良い 1,012 61.3 1.00 (reference) 1.00 (reference)

　悪い 638 38.7 1.27 (0.97-1.65) 1.02 (0.29-3.65)

表２．サービス業（観光、介護施設）従業員における腰痛ならびにうつ病の関連因子(n=1,650）


